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しかし、その後、日額の上限は15,000円に引き上
げられた。また、解雇等を行わず、雇用を維持してい
る場合には、助成率も大企業で四分の三、中小企業
では十分の十に引き上げられたこと、申請書類の簡
素化などもあって利用が進み、7月31日までの全国
の雇用調整助成金支給決定件数は548,462件、支
給決定額は5,852億円に達している。

5月の非常事態宣言解除後は、全国的に経済の
再活性化を目指す動きが続いた。埼玉県内でも、非
常事態宣言期間中に多くの店舗が休業するなど落
ち込み幅が大きかったことの反動に加えて、特別給
付金の支給の効果などもあって、足元の景気は依然
厳しいものの、一部に下げ止まりの動きがみられる。
しかし、感染の再拡大が続き、感染の終息時期が
まったく見通せないことに加え、米中貿易摩擦が過
熱し、海外経済の先行き不透明感が一層増すなか
では、持ち直しのテンポは極めて緩やかなものとなら
ざるをえず、企業の業績は当面前年を下回って推移
しよう。雇用調整助成金の特例措置は延長が欠か
せないとみられるが、延長が実施されたとしても、雇
用の削減を行う企業を完全に抑え込むことは難しく、
県内の雇用情勢は非常に厳しい状況が続く可能性
が高いだろう。　　　　　　　　　　  （井上博夫）

政府も雇用の動向を注視しており、全国の労働局
への聞き取りや、ハローワークに寄せられた相談・報
告等を基に、感染拡大の雇用への影響の把握に努
めている。

それによると、感染拡大に起因して、解雇や雇い
止めとなる見込みの労働者数の累計は、2月は282
人、3月は1,117人だったが、5月（29日現在）に
16,723人、6月（26日現在）に28,173人、7月には
41,391人へ増加しており、緊急事態宣言の解除後
も、感染拡大の雇用への影響には歯止めがかかって
いないようだ。
7月31日現在の解雇・雇い止め等見込み労働者
数を業種別にみると、製造業が7,003人で最も多く、
以下、宿泊業6,830人、飲食業5,595人、小売業
4,103人、労働者派遣業3,545人、道路旅客運送

さらに、2020年7月の「経済財政運営と改革の基
本方針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」
では、Society5.0の実現を目指す従来の取り組み
を一歩も二歩も進め、「新たな日常」の定着に向け、
社会全体のDXの推進を加速するとした。例えば、
企業のDXの取り組みを促すため、デジタルガバナ
ンス・コード（経営者に求められる対応）の策定、大
企業と中小企業間取引のデジタル化、サプライ
チェーンのデジタル化、新しい生活様式をビジネス
チャンスとする取り組みを支援するとしている。
ビッグデータや AI が世界規模で話題になってか

ら約10年が経過し、デジタル技術の進展で科学研
究や企業の製品・サービス開発のあり方も大きく変
わりつつある。各企業や組織がDXを着実に進め、
新たなデジタル技術を用いてデータを有効活用し、
新たなビジネス・モデルを生み出すことで、課題解決
型社会であるSociety5.0の実現や「新たな日常」
の定着・加速が期待されている。

経団連が提唱する日本ならではのDX
経団連は、2020年5月に発表したDXの推進に向

けた提言である「Digital Transformation (DX)
～価値の協創で未来をひらく～」の中で、各国でDX
が進む中、「多様な主体の協創による生活者価値の
実現（価値協創）」という日本ならではのDX（日本

発DX）を提唱している。
経団連が言う「協創」とは、単なる企業提携・業務
提携を超えた生活者視点での価値提供や社会課題
の解決に立脚した今までとは異次元の提携であり、
多様な主体間で、多様な手段を組み合わせて、強み
を融合し弱みを補完し合うことで新たなビジネス・モ
デル、エコシステムを構築することである。経団連は
DXのキーになる「協創」を含め、「経営」、「人材」、
「組織」、「技術」の5つの要素ごとに企業のDX戦
略とその実行の方向性を整理している。
さらに、経団連は、協創を軸とするDX推進に必要
な5つの要素を段階的に進める上での定性指標で
ある「協創DX指標」を示した。あくまで各企業が
DXを推進する際の自己評価の参考例であるが、各
企業がその実情によって徐々にレベルアップするこ
とを期待している。

経済産業省が警鐘を鳴らす2025年の崖とは
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を活
用して新しいビジネス・モデルを創出し、柔軟に改変
することが求められている。しかし、多くの企業経営
者が、新たなデジタル技術を活用してビジネス・モデ
ルを創出・変革するDXの必要性は理解しているも
のの、何を如何に成すべきかの見極めに苦労し、老
朽化した部門別システムや過度なカスタマイズによ

はじめに
2018年9月、経済産業省が設置した「デジタルト

ランスフォーメーションに向けた研究会」が、「DXレ
ポート～ITシステム『2025年の壁』の克服とDXの
本格的な展開～」を発表して以降、産業界を中心に
デジタルトランスフォーメーション（以下、DX）という
言葉が注目されている。
産業界に破壊的な変革をもたらすとされるDXで

あるが、その意味を正しく理解している人はまだまだ
少ない。特に中小企業では、DXの意義や本質、これ
までのITの活用との違いが分からないといった声が
聞かれる。
本稿では、中小企業の未来にも大きな影響を及ぼ

すDXについて、経済産業省や経団連などの対応を
整理し、中小企業はDXにいかにして取り組むべき
なのかを考えたい。

DXの本質は単なるIT化ではない
DXの概念は、「平成30年版情報通信白書（総務
省）」によれば、2004年にスウェーデンのウメオ大学
のエリック・ストルターマン教授が提唱した「ICTの
浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変
化させる」という考えが基になっている。
そして企業が取り組むDXを的確に示したのが、
2018年12月に経済産業省が発表した「デジタルトラ
ンスフォーメーションを推進するためのガイドライン
（DX推進ガイドライン）」である。そこでは「企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル
技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品や
サービス、ビジネス・モデルを変革するとともに、業務
そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

り複雑化・ブラックボックス化した既存システム（＝レ
ガシーシステム）の存在、さらには現場サイドの抵抗
など、企業のDX実行には様々な足かせがあるとDX
レポートは指摘している。そして、この課題を克服で
きない場合、DXが実現できないだけでなく、日本企
業はデジタル競争の敗者となる。さらに2025年まで
に予想される維持・保守コストの高騰（技術的負債
の増大）、IT人材の引退やサポート終了によるセ
キュリティリスクの高まりに伴う経済損失は、2025
年以降、最大12兆円／年（現在の3倍）にのぼる可
能性を示した。これが経済産業省が警鐘を鳴らす
「2025年の崖」である。

経済産業省は、「DX推進ガイドライン」、
「DX推進指標」を立て続けに発表
経済産業省は同時に「2025年の崖」の回避策と

してDX実現シナリオを示し、「2025年までの間に、
複雑化・ブラックボックス化した既存システムを廃棄
や塩漬けにし、一方で必要なシステムは刷新するな
どして、企業がDXを実現できれば、2030年に実質
GDP130兆円超の押上げも実現可能」とした。

そして、DX実現シナリオの達成のため、2018年
12月に経済産業省は、「デジタルトランスフォーメー
ションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイド
ライン）」を公表した。これは、DXの実現やその基盤
となるITシステムの構築を行う上で経営者が押さえ
るべき事項を明確にすることと、株主などがDXの取
り組みをチェックすることを目的としている。
さらに、経済産業省は2019年7月に、「DX推進
指標とそのガイダンス」を公表し、経営者等がDXの
推進に向けた現状や課題を認識し、アクションにつ
なげるための気付きを提供する「DX推進指標」を
示した。この指標は、企業が簡易な自己診断を行う
ことが可能で、経営者自ら回答すべき「キークエス
チョン」と経営者と幹部、事業部門、DX部門、IT部
門と議論すべき「サブクエスチョン」に分かれている
のが特徴となっている。経済産業省は、こうしたガイ
ドラインや指標が、企業がDXに取り組む一助となる
ことを期待している。

中小企業がDXに取り組む際のポイント
経済産業省の「DX推進指標」や経団連の「協創

DX指標」など、企業のDX
推進のためのツールが公
表されているが、その中身
は中小企業が取り組むには
内容的・ボリューム的に難
しいものであることは否め
ない。
DXは、たとえ中小企業

であっても経営の最重要課
題として取り組むべきもの
であるが、DXはあくまで手
段であり、DX自体が目的
ではない。経営ビジョンを実
現するためにどのように
DXを活用するかという視
点が重要である。

DX研究の第一人者で経済産業省の「デジタルトラ
ンスフォーメーションに向けた研究会」座長の南山大
学理工学部の青山教授は、中小企業がDXに取り組
む際の押さえておくべき3つのポイントを挙げている。
DXの本質は新技術を活用した事業変革であり、
DXに取り組む大前提として、企業は5年後の事業
目標の明確化、つまりDXの前に自社及び事業の棚
卸しを行い、目指すべき方向性・目標を決めること。
技術やデータはあくまで手段であり、目標が明確に
なれば自ずと必要な技術は決まってくる。その上で、
中小企業がDXに取り組むポイントとして、①経営者
のリーダーシップと経営者・現場・IT部門の三位一
体の推進体制。中小企業は、良くも悪くも経営者の
意向を強く受けるため経営者自身のデジタル化が必
要で、DXの取組意欲・取組体制を経営者の強い
リーダーシップの下構築する。②スモールスタート。
初めから高い目標・多額の投資をしない。先進技術
はハードルが高いので、もっと基本的なITやWebの
活用から取り組む。③従業員のITリテラシー向上。
中小企業のIT人材確保が困難であることは事実で
あるが、DX推進の担い手として既存従業員のIT教

育・人材育成を行い、経営者のみならず現場の従業
員のITノウハウを高める必要がある。

埼玉県産業振興公社が中小企業のデジ
タル化を支援
予算や人材が限られる中小企業がDX化を負担

に感じることは無理もない。ただ、DX化の取り組み
の全てを社内だけで行う必要はない。行政機関や支
援機関など、外部の知識・情報を活用することが中
小企業のDX化にとっては有効である。
経済産業省とIPA（独立行政法人情報処理推進
機構）は、2016年からIoT等で地域課題を解決し、
新ビジネスを創出する取り組みを地方版IoT推進ラ
ボとして選定し、各ラボを支援している。
埼玉県では、（公財）埼玉県産業振興公社が、中
小企業AI・IoT活用の支援を行っている。デジタル
化に関する相談（無料）、事例紹介、人材育成のた
めのセミナーや資金面のサポートとしてトライアル補
助金などのメニューがある。
中小企業は日々の業務に追われ、業務改革に踏

み出せないことも多い。しかし、現在の経営資源やビ
ジネスプロセスを改めて見
直し、普段から新しいデジ
タル技術やデジタルツール
に常にアンテナを張りなが
ら、自社の経営課題に向き
合うことが大切である。
DXは、自社のビジネス・

モデルのあり方を大きく変
える可能性がある。単なる
デジタル化や効率化での
IT利用ではなく、今までの
常識やビジネス・モデルか
ら脱却する抜本的な業務
変革へ向けて、埼玉県内の
中小企業がDXに前向きに
取り組むことを期待したい。

競争上の優位性を確立すること」とDXを定義した。
また、経団連は、2020年5月に発表した「Digital 
Transformation(DX)～価値の協創で未来をひら
く～」の中で、「デジタル技術とデータの活用が進むこ
とによって、社会・産業・生活のあり方が根本から革命
的に変わること。また、その革新に向けて産業・組織・
個人が大転換を図ること」とDXを定義している。
DXによってもたらされる変化は、単にテクノロ

ジーの変化ではなく社会基盤や文化そのものが大
きく変化し、これまでの社会の価値基準や物差しが
通用しなくなる社会やビジネスの根幹を揺るがす変
化である。DXはデジタル技術を用いたいわゆるIT
化（省人化・自動化・効率化等）にとどまらない。DX
の本質は、社会の根本的な変化に対して、既成概念
の破壊を伴いながら新たな価値を創出するための
変革である。

Society5.0「新たな日常」の実現には
DXが不可欠
わが国は、第5期科学技術基本計画（2016年）や
統合イノベーション戦略（2018年）において、目指す
べき未来社会の姿としてSociety5.0（創造社会）の
実現を提唱している。Society5.0は「サイバー空間
（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題
の解決を両立する人間中心の社会」である。具体的
には、IoT（Internet of Things）、ロボット、人工知
能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術をあらゆる産
業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、
少子高齢化、過疎化、貧富の格差等の社会的課題
を解決する新たな社会である。

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、本年4
月に緊急事態宣言が出され、多くの企業で休業や
時短営業が実施されたり、個人の外出自粛が促され
たりした結果、わが国の景気は急激に落ち込んだ。
5月の宣言解除後は、県境をまたぐ人の移動など
各種の制限も段階的に緩和され、7月からは観光・
運輸業などを対象とした需要喚起策「Go To キャ
ンペーン」がスタートした。しかしその一方で、全国
の感染者数は再び増加傾向をたどり、7月末の時点
で1日に1,000人を超える事態となっており、感染拡
大の抑制と経済の再活性化を両立させることの難
しさがあらためて示された。
人手不足などを背景に、昨年の秋口まで堅調に
推移してきた県内の雇用についても、企業業績の悪
化や先行き不透明感の高まりを受けて、関連する指
標は悪化に転じている。以下では、埼玉県の雇用情
勢について簡単にみてみたい。

2020年1～3月期の全国の実質経済成長率は、
感染拡大の影響を受けて、年率▲2.2％と前期を下
回った。2019年10月に実施された消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要の反動で、同▲7.2％と大幅
な落ち込みとなった2019年10～12月期に続いて、
2四半期連続のマイナス成長を記録した。
景気の減速を受けて、これまで堅調に推移してき

た雇用にも陰りがみられるようになり、悪化する指標
が目立つようになっている。
厚生労働省の一般職業紹介状況をみると、6月の
全国の有効求人倍率（季節調整値）は、前月から
0.09ポイント低下して1.11倍となった。
有効求人倍率は、有効求人数を有効求職者数で
割ったものである。有効求人数が有効求職者数を上

回っていても、希望する職種や待遇などによって、就
職に至らないケースは発生するが、そもそも有効求
人数が有効求職者数を下回ると、どうやっても職に
就くことができない者が生じてしまう。このため、有
効求人倍率が1倍を割り込むかどうかは雇用を見る
上で重要な目安となる。
全国の有効求人倍率は、まだ1.11倍と1倍を上

回っているものの、昨年12月には1.57倍だったこと
を考えると、短い間に大幅に悪化している。
6月の在職区分別新規求職申込件数（パートタイ

ムを含む常用）のなかで、事業主都合離職者が
98,281人と、前年比＋81.7％の大幅な伸びを示し
ているのも、業績の悪化に伴って、従業員を解雇す
る企業が増えていることを示している。
一方、総務省の労働力調査によると、6月の全国

の完全失業率（季節調整値）は前月から0.1ポイント
低下して2.8％となった。完全失業率は2.2％だった
2019年11・12月を底に上昇してきたが、7カ月ぶり
に前月を下回った。

労働力人口から完全失業者を除いた就業者の動
きをみると、4月に前年の6,708万人から80万人減
少して、6,628万人となった。就業者の数が前年を
下回るのは、2012年12月以来7年4カ月ぶりのこと
である。5・6月の就業者数についても前年からの減
少が続いており、ここでも感染拡大が雇用に及ぼす
影響が示されている。

業2,757人、サービス業2,538人、卸売業2,151人
などが続いている。調査の初期段階では、国内外か
らの観光客の減少で大きな打撃を受けた宿泊業や
道路旅客運送業、時短営業や休業を余儀なくされ
た飲食業などが目立っていたが、調査を重ねるにつ
れて、生産の落ち込む製造業が増加し、直近で最も
多くなった。
また、同じ解雇・雇い止め等見込み労働者数を都
道府県別にみてみると、東京都が8,025人で最も多
く、大阪府の3,635人、愛知県の2,058人、北海道
の1,915人が続いている。
首都圏においては、千葉県が1,460人、神奈川県

が1,298人となるなど、東京都に隣接する二つの県
にも相当な影響が及ぶなか、埼玉県については299
人と、これまでのところは感染拡大に起因する解雇
や雇い止め等が比較的少なくてすんでいる。

主席研究員
間藤 雅夫

これからの時代に企業が
生き残っていくための鍵　
～ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは何か～

●日本発ＤＸ＝多様な主体の協創による生活者の価値の実現

•既存の部門や業種の垣根をなくし、生活者価
値を共有する同業種・異業種、スタートアップ、
アカデミア、政府・自治体などさまざまな主体
が有機的かつ自律的に協創を進めるモデル

•従来の企業連携・業務提携にとどまるもので
はなく、生活者価値の実現を目的とした、より
抜本的で有機的な連携

•生活者の意思に基づき、多様な主体間での信
頼あるデータ連携を進める

生
活
者
価
値

多様な主体の
協 創

同業種

国

異業種

自治体

アカデ
ミア

スタート
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資料：経団連「Digital Transformation (DX)～価値の協創で未来をひらく～」

埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）の動きを
みると、6月は前月から0.09ポイント低下し、0.98倍
と1倍を割り込んだ。ここ10年ほど全国よりも低い水
準で推移してきた埼玉県の有効求人倍率は、下げ
幅こそ若干小さいものの、全国と同様に6カ月連続
で低下しており、雇用環境は悪化している。

リーマンショックの際は、2008年9月の時点で、埼
玉県の有効求人倍率は既に0.82倍と1倍を割り込
んでおり、その後、2009年12月・2010年1月の
0.34倍まで更に大きく低下した。現時点ではまだ
リーマンショックの時ほど深刻な状況には至っていな
いものの、足元の有効求人倍率の低下は急速で、先
行きが懸念される。
首都圏における比較では、東京都の6月の有効求
人倍率は、まだ1.35倍と比較的高い水準にあるが、
0.93倍となった千葉県、0.85倍となった神奈川県は、
ともに埼玉県を下回っている。
埼玉県の業種別の新規求人の状況をみてみると、
6月の新規求人数は、製造業が前年比▲43.5％で
最も減少率が大きく、次いで宿泊業・飲食サービス
業の同▲21.3％、医療・福祉の同▲17.4％、卸売
業・小売業の同▲17.0％、運輸業・郵便業の同▲
15.9％などが続いている。建設業は同▲2.6％と減
少はしているものの、影響は比較的小さい。

ちなみに、6月の千葉県の宿泊業・飲食サービス
業の新規求人数は同▲41.8％、神奈川県は同▲
58.8％となっており、著名な観光地を抱える両県で
は、宿泊業・飲食サービス業で、埼玉県より影響が大
きくでているようだ。
これに対して、埼玉県内では製造業の新規求人
数が半分近くまで減っており、感染拡大の影響がよ
り大きく出ている点に注意が必要である。
埼玉県の有効求人数と有効求職者数の動きをみ

ると、足元では有効求人数が急速に減少しているこ
とが、有効求人倍率の低下に効いている。雇用が悪
化する局面では、職探しをする人が増えることが多
いが、4・5月は外出自粛が求められたことなどから、
ハローワークを訪ねる求職者の数も減少したようだ。
この先、有効求職者数が増加に向かえば、埼玉県の
有効求人倍率は更に下落する可能性が高い。

雇用状況を考える上で、一時注目を集めたのが休
業者の動向である。休業者は、雇用されていても、調
査期間中まったく仕事をしていなかった人だが、3月
に249万人だった全国の休業者数は、4月には597
万人と大幅に増加した。しかし、5月に423万人と
なった後、6月には236万人まで減少した。昨年6月
の実績をなお90万人上回っているものの、休業者か
ら失業者への大量の振り替わりという事態はいった
ん回避されたようだ。

今回の休業者の増加は、緊急事態宣言が出され
た時点では、休業等の期間がどれほどの期間に及ぶ
のか想定できなかった多くの企業が、従業員の解雇
ではなく休業を選択したことを反映したと思われるが、
雇用調整助成金によって支えられた面も大きい。
政府は、感染拡大の影響で苦しむ企業を支援す

るため、9月30日までを緊急対応期間として、｢新型
コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の
特例措置｣を実施している。
これは、事業主が労働者に休業手当等を支払う
場合、政府がその一部を助成する制度だが、当初は
日額の上限が8,330円だったことや、助成率が大企
業で二分の一、中小企業で三分の二にとどまってい
たこと、申請手続きが複雑なことなどが重なって、利
用状況は低調だった。
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しかし、その後、日額の上限は15,000円に引き上
げられた。また、解雇等を行わず、雇用を維持してい
る場合には、助成率も大企業で四分の三、中小企業
では十分の十に引き上げられたこと、申請書類の簡
素化などもあって利用が進み、7月31日までの全国
の雇用調整助成金支給決定件数は548,462件、支
給決定額は5,852億円に達している。

5月の非常事態宣言解除後は、全国的に経済の
再活性化を目指す動きが続いた。埼玉県内でも、非
常事態宣言期間中に多くの店舗が休業するなど落
ち込み幅が大きかったことの反動に加えて、特別給
付金の支給の効果などもあって、足元の景気は依然
厳しいものの、一部に下げ止まりの動きがみられる。
しかし、感染の再拡大が続き、感染の終息時期が
まったく見通せないことに加え、米中貿易摩擦が過
熱し、海外経済の先行き不透明感が一層増すなか
では、持ち直しのテンポは極めて緩やかなものとなら
ざるをえず、企業の業績は当面前年を下回って推移
しよう。雇用調整助成金の特例措置は延長が欠か
せないとみられるが、延長が実施されたとしても、雇
用の削減を行う企業を完全に抑え込むことは難しく、
県内の雇用情勢は非常に厳しい状況が続く可能性
が高いだろう。　　　　　　　　　　  （井上博夫）

政府も雇用の動向を注視しており、全国の労働局
への聞き取りや、ハローワークに寄せられた相談・報
告等を基に、感染拡大の雇用への影響の把握に努
めている。

それによると、感染拡大に起因して、解雇や雇い
止めとなる見込みの労働者数の累計は、2月は282
人、3月は1,117人だったが、5月（29日現在）に
16,723人、6月（26日現在）に28,173人、7月には
41,391人へ増加しており、緊急事態宣言の解除後
も、感染拡大の雇用への影響には歯止めがかかって
いないようだ。
7月31日現在の解雇・雇い止め等見込み労働者
数を業種別にみると、製造業が7,003人で最も多く、
以下、宿泊業6,830人、飲食業5,595人、小売業
4,103人、労働者派遣業3,545人、道路旅客運送

さらに、2020年7月の「経済財政運営と改革の基
本方針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」
では、Society5.0の実現を目指す従来の取り組み
を一歩も二歩も進め、「新たな日常」の定着に向け、
社会全体のDXの推進を加速するとした。例えば、
企業のDXの取り組みを促すため、デジタルガバナ
ンス・コード（経営者に求められる対応）の策定、大
企業と中小企業間取引のデジタル化、サプライ
チェーンのデジタル化、新しい生活様式をビジネス
チャンスとする取り組みを支援するとしている。
ビッグデータや AI が世界規模で話題になってか

ら約10年が経過し、デジタル技術の進展で科学研
究や企業の製品・サービス開発のあり方も大きく変
わりつつある。各企業や組織がDXを着実に進め、
新たなデジタル技術を用いてデータを有効活用し、
新たなビジネス・モデルを生み出すことで、課題解決
型社会であるSociety5.0の実現や「新たな日常」
の定着・加速が期待されている。

経団連が提唱する日本ならではのDX
経団連は、2020年5月に発表したDXの推進に向

けた提言である「Digital Transformation (DX)
～価値の協創で未来をひらく～」の中で、各国でDX
が進む中、「多様な主体の協創による生活者価値の
実現（価値協創）」という日本ならではのDX（日本

発DX）を提唱している。
経団連が言う「協創」とは、単なる企業提携・業務
提携を超えた生活者視点での価値提供や社会課題
の解決に立脚した今までとは異次元の提携であり、
多様な主体間で、多様な手段を組み合わせて、強み
を融合し弱みを補完し合うことで新たなビジネス・モ
デル、エコシステムを構築することである。経団連は
DXのキーになる「協創」を含め、「経営」、「人材」、
「組織」、「技術」の5つの要素ごとに企業のDX戦
略とその実行の方向性を整理している。
さらに、経団連は、協創を軸とするDX推進に必要
な5つの要素を段階的に進める上での定性指標で
ある「協創DX指標」を示した。あくまで各企業が
DXを推進する際の自己評価の参考例であるが、各
企業がその実情によって徐々にレベルアップするこ
とを期待している。

経済産業省が警鐘を鳴らす2025年の崖とは
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を活
用して新しいビジネス・モデルを創出し、柔軟に改変
することが求められている。しかし、多くの企業経営
者が、新たなデジタル技術を活用してビジネス・モデ
ルを創出・変革するDXの必要性は理解しているも
のの、何を如何に成すべきかの見極めに苦労し、老
朽化した部門別システムや過度なカスタマイズによ

はじめに
2018年9月、経済産業省が設置した「デジタルト

ランスフォーメーションに向けた研究会」が、「DXレ
ポート～ITシステム『2025年の壁』の克服とDXの
本格的な展開～」を発表して以降、産業界を中心に
デジタルトランスフォーメーション（以下、DX）という
言葉が注目されている。
産業界に破壊的な変革をもたらすとされるDXで

あるが、その意味を正しく理解している人はまだまだ
少ない。特に中小企業では、DXの意義や本質、これ
までのITの活用との違いが分からないといった声が
聞かれる。
本稿では、中小企業の未来にも大きな影響を及ぼ

すDXについて、経済産業省や経団連などの対応を
整理し、中小企業はDXにいかにして取り組むべき
なのかを考えたい。

DXの本質は単なるIT化ではない
DXの概念は、「平成30年版情報通信白書（総務
省）」によれば、2004年にスウェーデンのウメオ大学
のエリック・ストルターマン教授が提唱した「ICTの
浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変
化させる」という考えが基になっている。
そして企業が取り組むDXを的確に示したのが、
2018年12月に経済産業省が発表した「デジタルトラ
ンスフォーメーションを推進するためのガイドライン
（DX推進ガイドライン）」である。そこでは「企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル
技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品や
サービス、ビジネス・モデルを変革するとともに、業務
そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

り複雑化・ブラックボックス化した既存システム（＝レ
ガシーシステム）の存在、さらには現場サイドの抵抗
など、企業のDX実行には様々な足かせがあるとDX
レポートは指摘している。そして、この課題を克服で
きない場合、DXが実現できないだけでなく、日本企
業はデジタル競争の敗者となる。さらに2025年まで
に予想される維持・保守コストの高騰（技術的負債
の増大）、IT人材の引退やサポート終了によるセ
キュリティリスクの高まりに伴う経済損失は、2025
年以降、最大12兆円／年（現在の3倍）にのぼる可
能性を示した。これが経済産業省が警鐘を鳴らす
「2025年の崖」である。

経済産業省は、「DX推進ガイドライン」、
「DX推進指標」を立て続けに発表
経済産業省は同時に「2025年の崖」の回避策と

してDX実現シナリオを示し、「2025年までの間に、
複雑化・ブラックボックス化した既存システムを廃棄
や塩漬けにし、一方で必要なシステムは刷新するな
どして、企業がDXを実現できれば、2030年に実質
GDP130兆円超の押上げも実現可能」とした。

そして、DX実現シナリオの達成のため、2018年
12月に経済産業省は、「デジタルトランスフォーメー
ションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイド
ライン）」を公表した。これは、DXの実現やその基盤
となるITシステムの構築を行う上で経営者が押さえ
るべき事項を明確にすることと、株主などがDXの取
り組みをチェックすることを目的としている。
さらに、経済産業省は2019年7月に、「DX推進
指標とそのガイダンス」を公表し、経営者等がDXの
推進に向けた現状や課題を認識し、アクションにつ
なげるための気付きを提供する「DX推進指標」を
示した。この指標は、企業が簡易な自己診断を行う
ことが可能で、経営者自ら回答すべき「キークエス
チョン」と経営者と幹部、事業部門、DX部門、IT部
門と議論すべき「サブクエスチョン」に分かれている
のが特徴となっている。経済産業省は、こうしたガイ
ドラインや指標が、企業がDXに取り組む一助となる
ことを期待している。

中小企業がDXに取り組む際のポイント
経済産業省の「DX推進指標」や経団連の「協創

DX指標」など、企業のDX
推進のためのツールが公
表されているが、その中身
は中小企業が取り組むには
内容的・ボリューム的に難
しいものであることは否め
ない。
DXは、たとえ中小企業

であっても経営の最重要課
題として取り組むべきもの
であるが、DXはあくまで手
段であり、DX自体が目的
ではない。経営ビジョンを実
現するためにどのように
DXを活用するかという視
点が重要である。

DX研究の第一人者で経済産業省の「デジタルトラ
ンスフォーメーションに向けた研究会」座長の南山大
学理工学部の青山教授は、中小企業がDXに取り組
む際の押さえておくべき3つのポイントを挙げている。
DXの本質は新技術を活用した事業変革であり、
DXに取り組む大前提として、企業は5年後の事業
目標の明確化、つまりDXの前に自社及び事業の棚
卸しを行い、目指すべき方向性・目標を決めること。
技術やデータはあくまで手段であり、目標が明確に
なれば自ずと必要な技術は決まってくる。その上で、
中小企業がDXに取り組むポイントとして、①経営者
のリーダーシップと経営者・現場・IT部門の三位一
体の推進体制。中小企業は、良くも悪くも経営者の
意向を強く受けるため経営者自身のデジタル化が必
要で、DXの取組意欲・取組体制を経営者の強い
リーダーシップの下構築する。②スモールスタート。
初めから高い目標・多額の投資をしない。先進技術
はハードルが高いので、もっと基本的なITやWebの
活用から取り組む。③従業員のITリテラシー向上。
中小企業のIT人材確保が困難であることは事実で
あるが、DX推進の担い手として既存従業員のIT教

育・人材育成を行い、経営者のみならず現場の従業
員のITノウハウを高める必要がある。

埼玉県産業振興公社が中小企業のデジ
タル化を支援
予算や人材が限られる中小企業がDX化を負担

に感じることは無理もない。ただ、DX化の取り組み
の全てを社内だけで行う必要はない。行政機関や支
援機関など、外部の知識・情報を活用することが中
小企業のDX化にとっては有効である。
経済産業省とIPA（独立行政法人情報処理推進
機構）は、2016年からIoT等で地域課題を解決し、
新ビジネスを創出する取り組みを地方版IoT推進ラ
ボとして選定し、各ラボを支援している。
埼玉県では、（公財）埼玉県産業振興公社が、中
小企業AI・IoT活用の支援を行っている。デジタル
化に関する相談（無料）、事例紹介、人材育成のた
めのセミナーや資金面のサポートとしてトライアル補
助金などのメニューがある。
中小企業は日々の業務に追われ、業務改革に踏

み出せないことも多い。しかし、現在の経営資源やビ
ジネスプロセスを改めて見
直し、普段から新しいデジ
タル技術やデジタルツール
に常にアンテナを張りなが
ら、自社の経営課題に向き
合うことが大切である。
DXは、自社のビジネス・

モデルのあり方を大きく変
える可能性がある。単なる
デジタル化や効率化での
IT利用ではなく、今までの
常識やビジネス・モデルか
ら脱却する抜本的な業務
変革へ向けて、埼玉県内の
中小企業がDXに前向きに
取り組むことを期待したい。

競争上の優位性を確立すること」とDXを定義した。
また、経団連は、2020年5月に発表した「Digital 
Transformation(DX)～価値の協創で未来をひら
く～」の中で、「デジタル技術とデータの活用が進むこ
とによって、社会・産業・生活のあり方が根本から革命
的に変わること。また、その革新に向けて産業・組織・
個人が大転換を図ること」とDXを定義している。
DXによってもたらされる変化は、単にテクノロ

ジーの変化ではなく社会基盤や文化そのものが大
きく変化し、これまでの社会の価値基準や物差しが
通用しなくなる社会やビジネスの根幹を揺るがす変
化である。DXはデジタル技術を用いたいわゆるIT
化（省人化・自動化・効率化等）にとどまらない。DX
の本質は、社会の根本的な変化に対して、既成概念
の破壊を伴いながら新たな価値を創出するための
変革である。

Society5.0「新たな日常」の実現には
DXが不可欠
わが国は、第5期科学技術基本計画（2016年）や
統合イノベーション戦略（2018年）において、目指す
べき未来社会の姿としてSociety5.0（創造社会）の
実現を提唱している。Society5.0は「サイバー空間
（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題
の解決を両立する人間中心の社会」である。具体的
には、IoT（Internet of Things）、ロボット、人工知
能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術をあらゆる産
業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、
少子高齢化、過疎化、貧富の格差等の社会的課題
を解決する新たな社会である。

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、本年4
月に緊急事態宣言が出され、多くの企業で休業や
時短営業が実施されたり、個人の外出自粛が促され
たりした結果、わが国の景気は急激に落ち込んだ。
5月の宣言解除後は、県境をまたぐ人の移動など
各種の制限も段階的に緩和され、7月からは観光・
運輸業などを対象とした需要喚起策「Go To キャ
ンペーン」がスタートした。しかしその一方で、全国
の感染者数は再び増加傾向をたどり、7月末の時点
で1日に1,000人を超える事態となっており、感染拡
大の抑制と経済の再活性化を両立させることの難
しさがあらためて示された。
人手不足などを背景に、昨年の秋口まで堅調に
推移してきた県内の雇用についても、企業業績の悪
化や先行き不透明感の高まりを受けて、関連する指
標は悪化に転じている。以下では、埼玉県の雇用情
勢について簡単にみてみたい。

2020年1～3月期の全国の実質経済成長率は、
感染拡大の影響を受けて、年率▲2.2％と前期を下
回った。2019年10月に実施された消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要の反動で、同▲7.2％と大幅
な落ち込みとなった2019年10～12月期に続いて、
2四半期連続のマイナス成長を記録した。
景気の減速を受けて、これまで堅調に推移してき

た雇用にも陰りがみられるようになり、悪化する指標
が目立つようになっている。
厚生労働省の一般職業紹介状況をみると、6月の
全国の有効求人倍率（季節調整値）は、前月から
0.09ポイント低下して1.11倍となった。
有効求人倍率は、有効求人数を有効求職者数で
割ったものである。有効求人数が有効求職者数を上

回っていても、希望する職種や待遇などによって、就
職に至らないケースは発生するが、そもそも有効求
人数が有効求職者数を下回ると、どうやっても職に
就くことができない者が生じてしまう。このため、有
効求人倍率が1倍を割り込むかどうかは雇用を見る
上で重要な目安となる。
全国の有効求人倍率は、まだ1.11倍と1倍を上

回っているものの、昨年12月には1.57倍だったこと
を考えると、短い間に大幅に悪化している。
6月の在職区分別新規求職申込件数（パートタイ

ムを含む常用）のなかで、事業主都合離職者が
98,281人と、前年比＋81.7％の大幅な伸びを示し
ているのも、業績の悪化に伴って、従業員を解雇す
る企業が増えていることを示している。
一方、総務省の労働力調査によると、6月の全国

の完全失業率（季節調整値）は前月から0.1ポイント
低下して2.8％となった。完全失業率は2.2％だった
2019年11・12月を底に上昇してきたが、7カ月ぶり
に前月を下回った。

労働力人口から完全失業者を除いた就業者の動
きをみると、4月に前年の6,708万人から80万人減
少して、6,628万人となった。就業者の数が前年を
下回るのは、2012年12月以来7年4カ月ぶりのこと
である。5・6月の就業者数についても前年からの減
少が続いており、ここでも感染拡大が雇用に及ぼす
影響が示されている。

業2,757人、サービス業2,538人、卸売業2,151人
などが続いている。調査の初期段階では、国内外か
らの観光客の減少で大きな打撃を受けた宿泊業や
道路旅客運送業、時短営業や休業を余儀なくされ
た飲食業などが目立っていたが、調査を重ねるにつ
れて、生産の落ち込む製造業が増加し、直近で最も
多くなった。
また、同じ解雇・雇い止め等見込み労働者数を都
道府県別にみてみると、東京都が8,025人で最も多
く、大阪府の3,635人、愛知県の2,058人、北海道
の1,915人が続いている。
首都圏においては、千葉県が1,460人、神奈川県

が1,298人となるなど、東京都に隣接する二つの県
にも相当な影響が及ぶなか、埼玉県については299
人と、これまでのところは感染拡大に起因する解雇
や雇い止め等が比較的少なくてすんでいる。

主席研究員
間藤 雅夫

これからの時代に企業が
生き残っていくための鍵　
～ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは何か～

●日本発ＤＸ＝多様な主体の協創による生活者の価値の実現

•既存の部門や業種の垣根をなくし、生活者価
値を共有する同業種・異業種、スタートアップ、
アカデミア、政府・自治体などさまざまな主体
が有機的かつ自律的に協創を進めるモデル

•従来の企業連携・業務提携にとどまるもので
はなく、生活者価値の実現を目的とした、より
抜本的で有機的な連携

•生活者の意思に基づき、多様な主体間での信
頼あるデータ連携を進める

生
活
者
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値

多様な主体の
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同業種

国
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資料：経団連「Digital Transformation (DX)～価値の協創で未来をひらく～」

埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）の動きを
みると、6月は前月から0.09ポイント低下し、0.98倍
と1倍を割り込んだ。ここ10年ほど全国よりも低い水
準で推移してきた埼玉県の有効求人倍率は、下げ
幅こそ若干小さいものの、全国と同様に6カ月連続
で低下しており、雇用環境は悪化している。

リーマンショックの際は、2008年9月の時点で、埼
玉県の有効求人倍率は既に0.82倍と1倍を割り込
んでおり、その後、2009年12月・2010年1月の
0.34倍まで更に大きく低下した。現時点ではまだ
リーマンショックの時ほど深刻な状況には至っていな
いものの、足元の有効求人倍率の低下は急速で、先
行きが懸念される。
首都圏における比較では、東京都の6月の有効求
人倍率は、まだ1.35倍と比較的高い水準にあるが、
0.93倍となった千葉県、0.85倍となった神奈川県は、
ともに埼玉県を下回っている。
埼玉県の業種別の新規求人の状況をみてみると、
6月の新規求人数は、製造業が前年比▲43.5％で
最も減少率が大きく、次いで宿泊業・飲食サービス
業の同▲21.3％、医療・福祉の同▲17.4％、卸売
業・小売業の同▲17.0％、運輸業・郵便業の同▲
15.9％などが続いている。建設業は同▲2.6％と減
少はしているものの、影響は比較的小さい。

ちなみに、6月の千葉県の宿泊業・飲食サービス
業の新規求人数は同▲41.8％、神奈川県は同▲
58.8％となっており、著名な観光地を抱える両県で
は、宿泊業・飲食サービス業で、埼玉県より影響が大
きくでているようだ。
これに対して、埼玉県内では製造業の新規求人
数が半分近くまで減っており、感染拡大の影響がよ
り大きく出ている点に注意が必要である。
埼玉県の有効求人数と有効求職者数の動きをみ

ると、足元では有効求人数が急速に減少しているこ
とが、有効求人倍率の低下に効いている。雇用が悪
化する局面では、職探しをする人が増えることが多
いが、4・5月は外出自粛が求められたことなどから、
ハローワークを訪ねる求職者の数も減少したようだ。
この先、有効求職者数が増加に向かえば、埼玉県の
有効求人倍率は更に下落する可能性が高い。

雇用状況を考える上で、一時注目を集めたのが休
業者の動向である。休業者は、雇用されていても、調
査期間中まったく仕事をしていなかった人だが、3月
に249万人だった全国の休業者数は、4月には597
万人と大幅に増加した。しかし、5月に423万人と
なった後、6月には236万人まで減少した。昨年6月
の実績をなお90万人上回っているものの、休業者か
ら失業者への大量の振り替わりという事態はいった
ん回避されたようだ。

今回の休業者の増加は、緊急事態宣言が出され
た時点では、休業等の期間がどれほどの期間に及ぶ
のか想定できなかった多くの企業が、従業員の解雇
ではなく休業を選択したことを反映したと思われるが、
雇用調整助成金によって支えられた面も大きい。
政府は、感染拡大の影響で苦しむ企業を支援す

るため、9月30日までを緊急対応期間として、｢新型
コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の
特例措置｣を実施している。
これは、事業主が労働者に休業手当等を支払う
場合、政府がその一部を助成する制度だが、当初は
日額の上限が8,330円だったことや、助成率が大企
業で二分の一、中小企業で三分の二にとどまってい
たこと、申請手続きが複雑なことなどが重なって、利
用状況は低調だった。



埼玉りそな経済情報2020.9埼玉りそな経済情報2020.97 8

しかし、その後、日額の上限は15,000円に引き上
げられた。また、解雇等を行わず、雇用を維持してい
る場合には、助成率も大企業で四分の三、中小企業
では十分の十に引き上げられたこと、申請書類の簡
素化などもあって利用が進み、7月31日までの全国
の雇用調整助成金支給決定件数は548,462件、支
給決定額は5,852億円に達している。

5月の非常事態宣言解除後は、全国的に経済の
再活性化を目指す動きが続いた。埼玉県内でも、非
常事態宣言期間中に多くの店舗が休業するなど落
ち込み幅が大きかったことの反動に加えて、特別給
付金の支給の効果などもあって、足元の景気は依然
厳しいものの、一部に下げ止まりの動きがみられる。
しかし、感染の再拡大が続き、感染の終息時期が
まったく見通せないことに加え、米中貿易摩擦が過
熱し、海外経済の先行き不透明感が一層増すなか
では、持ち直しのテンポは極めて緩やかなものとなら
ざるをえず、企業の業績は当面前年を下回って推移
しよう。雇用調整助成金の特例措置は延長が欠か
せないとみられるが、延長が実施されたとしても、雇
用の削減を行う企業を完全に抑え込むことは難しく、
県内の雇用情勢は非常に厳しい状況が続く可能性
が高いだろう。　　　　　　　　　　  （井上博夫）

政府も雇用の動向を注視しており、全国の労働局
への聞き取りや、ハローワークに寄せられた相談・報
告等を基に、感染拡大の雇用への影響の把握に努
めている。

それによると、感染拡大に起因して、解雇や雇い
止めとなる見込みの労働者数の累計は、2月は282
人、3月は1,117人だったが、5月（29日現在）に
16,723人、6月（26日現在）に28,173人、7月には
41,391人へ増加しており、緊急事態宣言の解除後
も、感染拡大の雇用への影響には歯止めがかかって
いないようだ。
7月31日現在の解雇・雇い止め等見込み労働者
数を業種別にみると、製造業が7,003人で最も多く、
以下、宿泊業6,830人、飲食業5,595人、小売業
4,103人、労働者派遣業3,545人、道路旅客運送

さらに、2020年7月の「経済財政運営と改革の基
本方針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」
では、Society5.0の実現を目指す従来の取り組み
を一歩も二歩も進め、「新たな日常」の定着に向け、
社会全体のDXの推進を加速するとした。例えば、
企業のDXの取り組みを促すため、デジタルガバナ
ンス・コード（経営者に求められる対応）の策定、大
企業と中小企業間取引のデジタル化、サプライ
チェーンのデジタル化、新しい生活様式をビジネス
チャンスとする取り組みを支援するとしている。
ビッグデータや AI が世界規模で話題になってか

ら約10年が経過し、デジタル技術の進展で科学研
究や企業の製品・サービス開発のあり方も大きく変
わりつつある。各企業や組織がDXを着実に進め、
新たなデジタル技術を用いてデータを有効活用し、
新たなビジネス・モデルを生み出すことで、課題解決
型社会であるSociety5.0の実現や「新たな日常」
の定着・加速が期待されている。

経団連が提唱する日本ならではのDX
経団連は、2020年5月に発表したDXの推進に向

けた提言である「Digital Transformation (DX)
～価値の協創で未来をひらく～」の中で、各国でDX
が進む中、「多様な主体の協創による生活者価値の
実現（価値協創）」という日本ならではのDX（日本

発DX）を提唱している。
経団連が言う「協創」とは、単なる企業提携・業務
提携を超えた生活者視点での価値提供や社会課題
の解決に立脚した今までとは異次元の提携であり、
多様な主体間で、多様な手段を組み合わせて、強み
を融合し弱みを補完し合うことで新たなビジネス・モ
デル、エコシステムを構築することである。経団連は
DXのキーになる「協創」を含め、「経営」、「人材」、
「組織」、「技術」の5つの要素ごとに企業のDX戦
略とその実行の方向性を整理している。
さらに、経団連は、協創を軸とするDX推進に必要
な5つの要素を段階的に進める上での定性指標で
ある「協創DX指標」を示した。あくまで各企業が
DXを推進する際の自己評価の参考例であるが、各
企業がその実情によって徐々にレベルアップするこ
とを期待している。

経済産業省が警鐘を鳴らす2025年の崖とは
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を活
用して新しいビジネス・モデルを創出し、柔軟に改変
することが求められている。しかし、多くの企業経営
者が、新たなデジタル技術を活用してビジネス・モデ
ルを創出・変革するDXの必要性は理解しているも
のの、何を如何に成すべきかの見極めに苦労し、老
朽化した部門別システムや過度なカスタマイズによ

はじめに
2018年9月、経済産業省が設置した「デジタルト

ランスフォーメーションに向けた研究会」が、「DXレ
ポート～ITシステム『2025年の壁』の克服とDXの
本格的な展開～」を発表して以降、産業界を中心に
デジタルトランスフォーメーション（以下、DX）という
言葉が注目されている。
産業界に破壊的な変革をもたらすとされるDXで

あるが、その意味を正しく理解している人はまだまだ
少ない。特に中小企業では、DXの意義や本質、これ
までのITの活用との違いが分からないといった声が
聞かれる。
本稿では、中小企業の未来にも大きな影響を及ぼ

すDXについて、経済産業省や経団連などの対応を
整理し、中小企業はDXにいかにして取り組むべき
なのかを考えたい。

DXの本質は単なるIT化ではない
DXの概念は、「平成30年版情報通信白書（総務
省）」によれば、2004年にスウェーデンのウメオ大学
のエリック・ストルターマン教授が提唱した「ICTの
浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変
化させる」という考えが基になっている。
そして企業が取り組むDXを的確に示したのが、
2018年12月に経済産業省が発表した「デジタルトラ
ンスフォーメーションを推進するためのガイドライン
（DX推進ガイドライン）」である。そこでは「企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル
技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品や
サービス、ビジネス・モデルを変革するとともに、業務
そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

り複雑化・ブラックボックス化した既存システム（＝レ
ガシーシステム）の存在、さらには現場サイドの抵抗
など、企業のDX実行には様々な足かせがあるとDX
レポートは指摘している。そして、この課題を克服で
きない場合、DXが実現できないだけでなく、日本企
業はデジタル競争の敗者となる。さらに2025年まで
に予想される維持・保守コストの高騰（技術的負債
の増大）、IT人材の引退やサポート終了によるセ
キュリティリスクの高まりに伴う経済損失は、2025
年以降、最大12兆円／年（現在の3倍）にのぼる可
能性を示した。これが経済産業省が警鐘を鳴らす
「2025年の崖」である。

経済産業省は、「DX推進ガイドライン」、
「DX推進指標」を立て続けに発表
経済産業省は同時に「2025年の崖」の回避策と

してDX実現シナリオを示し、「2025年までの間に、
複雑化・ブラックボックス化した既存システムを廃棄
や塩漬けにし、一方で必要なシステムは刷新するな
どして、企業がDXを実現できれば、2030年に実質
GDP130兆円超の押上げも実現可能」とした。

そして、DX実現シナリオの達成のため、2018年
12月に経済産業省は、「デジタルトランスフォーメー
ションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイド
ライン）」を公表した。これは、DXの実現やその基盤
となるITシステムの構築を行う上で経営者が押さえ
るべき事項を明確にすることと、株主などがDXの取
り組みをチェックすることを目的としている。
さらに、経済産業省は2019年7月に、「DX推進
指標とそのガイダンス」を公表し、経営者等がDXの
推進に向けた現状や課題を認識し、アクションにつ
なげるための気付きを提供する「DX推進指標」を
示した。この指標は、企業が簡易な自己診断を行う
ことが可能で、経営者自ら回答すべき「キークエス
チョン」と経営者と幹部、事業部門、DX部門、IT部
門と議論すべき「サブクエスチョン」に分かれている
のが特徴となっている。経済産業省は、こうしたガイ
ドラインや指標が、企業がDXに取り組む一助となる
ことを期待している。

中小企業がDXに取り組む際のポイント
経済産業省の「DX推進指標」や経団連の「協創

DX指標」など、企業のDX
推進のためのツールが公
表されているが、その中身
は中小企業が取り組むには
内容的・ボリューム的に難
しいものであることは否め
ない。
DXは、たとえ中小企業

であっても経営の最重要課
題として取り組むべきもの
であるが、DXはあくまで手
段であり、DX自体が目的
ではない。経営ビジョンを実
現するためにどのように
DXを活用するかという視
点が重要である。

DX研究の第一人者で経済産業省の「デジタルトラ
ンスフォーメーションに向けた研究会」座長の南山大
学理工学部の青山教授は、中小企業がDXに取り組
む際の押さえておくべき3つのポイントを挙げている。
DXの本質は新技術を活用した事業変革であり、
DXに取り組む大前提として、企業は5年後の事業
目標の明確化、つまりDXの前に自社及び事業の棚
卸しを行い、目指すべき方向性・目標を決めること。
技術やデータはあくまで手段であり、目標が明確に
なれば自ずと必要な技術は決まってくる。その上で、
中小企業がDXに取り組むポイントとして、①経営者
のリーダーシップと経営者・現場・IT部門の三位一
体の推進体制。中小企業は、良くも悪くも経営者の
意向を強く受けるため経営者自身のデジタル化が必
要で、DXの取組意欲・取組体制を経営者の強い
リーダーシップの下構築する。②スモールスタート。
初めから高い目標・多額の投資をしない。先進技術
はハードルが高いので、もっと基本的なITやWebの
活用から取り組む。③従業員のITリテラシー向上。
中小企業のIT人材確保が困難であることは事実で
あるが、DX推進の担い手として既存従業員のIT教

育・人材育成を行い、経営者のみならず現場の従業
員のITノウハウを高める必要がある。

埼玉県産業振興公社が中小企業のデジ
タル化を支援
予算や人材が限られる中小企業がDX化を負担

に感じることは無理もない。ただ、DX化の取り組み
の全てを社内だけで行う必要はない。行政機関や支
援機関など、外部の知識・情報を活用することが中
小企業のDX化にとっては有効である。
経済産業省とIPA（独立行政法人情報処理推進
機構）は、2016年からIoT等で地域課題を解決し、
新ビジネスを創出する取り組みを地方版IoT推進ラ
ボとして選定し、各ラボを支援している。
埼玉県では、（公財）埼玉県産業振興公社が、中
小企業AI・IoT活用の支援を行っている。デジタル
化に関する相談（無料）、事例紹介、人材育成のた
めのセミナーや資金面のサポートとしてトライアル補
助金などのメニューがある。
中小企業は日々の業務に追われ、業務改革に踏

み出せないことも多い。しかし、現在の経営資源やビ
ジネスプロセスを改めて見
直し、普段から新しいデジ
タル技術やデジタルツール
に常にアンテナを張りなが
ら、自社の経営課題に向き
合うことが大切である。
DXは、自社のビジネス・

モデルのあり方を大きく変
える可能性がある。単なる
デジタル化や効率化での
IT利用ではなく、今までの
常識やビジネス・モデルか
ら脱却する抜本的な業務
変革へ向けて、埼玉県内の
中小企業がDXに前向きに
取り組むことを期待したい。

競争上の優位性を確立すること」とDXを定義した。
また、経団連は、2020年5月に発表した「Digital 
Transformation(DX)～価値の協創で未来をひら
く～」の中で、「デジタル技術とデータの活用が進むこ
とによって、社会・産業・生活のあり方が根本から革命
的に変わること。また、その革新に向けて産業・組織・
個人が大転換を図ること」とDXを定義している。
DXによってもたらされる変化は、単にテクノロ

ジーの変化ではなく社会基盤や文化そのものが大
きく変化し、これまでの社会の価値基準や物差しが
通用しなくなる社会やビジネスの根幹を揺るがす変
化である。DXはデジタル技術を用いたいわゆるIT
化（省人化・自動化・効率化等）にとどまらない。DX
の本質は、社会の根本的な変化に対して、既成概念
の破壊を伴いながら新たな価値を創出するための
変革である。

Society5.0「新たな日常」の実現には
DXが不可欠
わが国は、第5期科学技術基本計画（2016年）や
統合イノベーション戦略（2018年）において、目指す
べき未来社会の姿としてSociety5.0（創造社会）の
実現を提唱している。Society5.0は「サイバー空間
（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題
の解決を両立する人間中心の社会」である。具体的
には、IoT（Internet of Things）、ロボット、人工知
能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術をあらゆる産
業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、
少子高齢化、過疎化、貧富の格差等の社会的課題
を解決する新たな社会である。

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、本年4
月に緊急事態宣言が出され、多くの企業で休業や
時短営業が実施されたり、個人の外出自粛が促され
たりした結果、わが国の景気は急激に落ち込んだ。
5月の宣言解除後は、県境をまたぐ人の移動など
各種の制限も段階的に緩和され、7月からは観光・
運輸業などを対象とした需要喚起策「Go To キャ
ンペーン」がスタートした。しかしその一方で、全国
の感染者数は再び増加傾向をたどり、7月末の時点
で1日に1,000人を超える事態となっており、感染拡
大の抑制と経済の再活性化を両立させることの難
しさがあらためて示された。
人手不足などを背景に、昨年の秋口まで堅調に
推移してきた県内の雇用についても、企業業績の悪
化や先行き不透明感の高まりを受けて、関連する指
標は悪化に転じている。以下では、埼玉県の雇用情
勢について簡単にみてみたい。

2020年1～3月期の全国の実質経済成長率は、
感染拡大の影響を受けて、年率▲2.2％と前期を下
回った。2019年10月に実施された消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要の反動で、同▲7.2％と大幅
な落ち込みとなった2019年10～12月期に続いて、
2四半期連続のマイナス成長を記録した。
景気の減速を受けて、これまで堅調に推移してき

た雇用にも陰りがみられるようになり、悪化する指標
が目立つようになっている。
厚生労働省の一般職業紹介状況をみると、6月の
全国の有効求人倍率（季節調整値）は、前月から
0.09ポイント低下して1.11倍となった。
有効求人倍率は、有効求人数を有効求職者数で
割ったものである。有効求人数が有効求職者数を上

回っていても、希望する職種や待遇などによって、就
職に至らないケースは発生するが、そもそも有効求
人数が有効求職者数を下回ると、どうやっても職に
就くことができない者が生じてしまう。このため、有
効求人倍率が1倍を割り込むかどうかは雇用を見る
上で重要な目安となる。
全国の有効求人倍率は、まだ1.11倍と1倍を上

回っているものの、昨年12月には1.57倍だったこと
を考えると、短い間に大幅に悪化している。
6月の在職区分別新規求職申込件数（パートタイ

ムを含む常用）のなかで、事業主都合離職者が
98,281人と、前年比＋81.7％の大幅な伸びを示し
ているのも、業績の悪化に伴って、従業員を解雇す
る企業が増えていることを示している。
一方、総務省の労働力調査によると、6月の全国

の完全失業率（季節調整値）は前月から0.1ポイント
低下して2.8％となった。完全失業率は2.2％だった
2019年11・12月を底に上昇してきたが、7カ月ぶり
に前月を下回った。

労働力人口から完全失業者を除いた就業者の動
きをみると、4月に前年の6,708万人から80万人減
少して、6,628万人となった。就業者の数が前年を
下回るのは、2012年12月以来7年4カ月ぶりのこと
である。5・6月の就業者数についても前年からの減
少が続いており、ここでも感染拡大が雇用に及ぼす
影響が示されている。

業2,757人、サービス業2,538人、卸売業2,151人
などが続いている。調査の初期段階では、国内外か
らの観光客の減少で大きな打撃を受けた宿泊業や
道路旅客運送業、時短営業や休業を余儀なくされ
た飲食業などが目立っていたが、調査を重ねるにつ
れて、生産の落ち込む製造業が増加し、直近で最も
多くなった。
また、同じ解雇・雇い止め等見込み労働者数を都
道府県別にみてみると、東京都が8,025人で最も多
く、大阪府の3,635人、愛知県の2,058人、北海道
の1,915人が続いている。
首都圏においては、千葉県が1,460人、神奈川県

が1,298人となるなど、東京都に隣接する二つの県
にも相当な影響が及ぶなか、埼玉県については299
人と、これまでのところは感染拡大に起因する解雇
や雇い止め等が比較的少なくてすんでいる。

●DX推進指標の構成

資料：経済産業省「ＤＸ推進指標とそのガイダンス」

●（公財）埼玉県産業振興公社の中小企業AI・IoT活用支援

資料：（公財）埼玉県産業振興公社ホームページより作成

　　　　　　　（公財）埼玉県産業振興公社　新産業振興部　IoT・技術支援グループ         
ホームページ ： https://www.saitama-j.or.jp/iot/         
住所 ： 〒338-0001 埼玉県さいたま市中央区上落合2-3-2 新都心ビジネス交流プラザ3階         
TEL. 048-621-7051　　FAX. 048-857-3921　　メール: iot@saitama-j.or.jp   

AI・IoT活用に関する相談（無料） 
・中小ものづくり企業のIoT・AI利活用を支援するため、豊富な経験・知識・知見・実績を有する
 IoTコーディネータが様々な相談に応じる

AI・IoT普及セミナーの開催 
・IoT・AI に関する最新技術動向や活用事例を紹介するセミナーを開催  

AI・IoT推進人材育成講座の開催
・IoT を推進する人材を育成するため、階層別、目的別に分けて各種研修を開催
　■AI・IoT 導入実践研修
　■AI・IoT 人材育成研修　技術者養成コース(8ヶ月で18日間のコース）
　■AI・IoT 人材育成研修　導入技術研修コース（6日間のコース）
　■ものづくりAI・IoT研修　　■オーダメイド型AI 研修

埼玉県中小企業ものづくりAI・IoTロボットシステム導入トライアル補助金 
・生産性向上や製品の付加価値向上等を行うためのAI・IoT、ロボットシステムの導入経費を助成
導入事例から学ぶＩoＴ活用策
・IoT活用シーンや効果などを説明した事例集及び事例のビデオを作成

問い合わせ先

埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）の動きを
みると、6月は前月から0.09ポイント低下し、0.98倍
と1倍を割り込んだ。ここ10年ほど全国よりも低い水
準で推移してきた埼玉県の有効求人倍率は、下げ
幅こそ若干小さいものの、全国と同様に6カ月連続
で低下しており、雇用環境は悪化している。

リーマンショックの際は、2008年9月の時点で、埼
玉県の有効求人倍率は既に0.82倍と1倍を割り込
んでおり、その後、2009年12月・2010年1月の
0.34倍まで更に大きく低下した。現時点ではまだ
リーマンショックの時ほど深刻な状況には至っていな
いものの、足元の有効求人倍率の低下は急速で、先
行きが懸念される。
首都圏における比較では、東京都の6月の有効求
人倍率は、まだ1.35倍と比較的高い水準にあるが、
0.93倍となった千葉県、0.85倍となった神奈川県は、
ともに埼玉県を下回っている。
埼玉県の業種別の新規求人の状況をみてみると、
6月の新規求人数は、製造業が前年比▲43.5％で
最も減少率が大きく、次いで宿泊業・飲食サービス
業の同▲21.3％、医療・福祉の同▲17.4％、卸売
業・小売業の同▲17.0％、運輸業・郵便業の同▲
15.9％などが続いている。建設業は同▲2.6％と減
少はしているものの、影響は比較的小さい。

ちなみに、6月の千葉県の宿泊業・飲食サービス
業の新規求人数は同▲41.8％、神奈川県は同▲
58.8％となっており、著名な観光地を抱える両県で
は、宿泊業・飲食サービス業で、埼玉県より影響が大
きくでているようだ。
これに対して、埼玉県内では製造業の新規求人
数が半分近くまで減っており、感染拡大の影響がよ
り大きく出ている点に注意が必要である。
埼玉県の有効求人数と有効求職者数の動きをみ

ると、足元では有効求人数が急速に減少しているこ
とが、有効求人倍率の低下に効いている。雇用が悪
化する局面では、職探しをする人が増えることが多
いが、4・5月は外出自粛が求められたことなどから、
ハローワークを訪ねる求職者の数も減少したようだ。
この先、有効求職者数が増加に向かえば、埼玉県の
有効求人倍率は更に下落する可能性が高い。

雇用状況を考える上で、一時注目を集めたのが休
業者の動向である。休業者は、雇用されていても、調
査期間中まったく仕事をしていなかった人だが、3月
に249万人だった全国の休業者数は、4月には597
万人と大幅に増加した。しかし、5月に423万人と
なった後、6月には236万人まで減少した。昨年6月
の実績をなお90万人上回っているものの、休業者か
ら失業者への大量の振り替わりという事態はいった
ん回避されたようだ。

今回の休業者の増加は、緊急事態宣言が出され
た時点では、休業等の期間がどれほどの期間に及ぶ
のか想定できなかった多くの企業が、従業員の解雇
ではなく休業を選択したことを反映したと思われるが、
雇用調整助成金によって支えられた面も大きい。
政府は、感染拡大の影響で苦しむ企業を支援す

るため、9月30日までを緊急対応期間として、｢新型
コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の
特例措置｣を実施している。
これは、事業主が労働者に休業手当等を支払う
場合、政府がその一部を助成する制度だが、当初は
日額の上限が8,330円だったことや、助成率が大企
業で二分の一、中小企業で三分の二にとどまってい
たこと、申請手続きが複雑なことなどが重なって、利
用状況は低調だった。
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しかし、その後、日額の上限は15,000円に引き上
げられた。また、解雇等を行わず、雇用を維持してい
る場合には、助成率も大企業で四分の三、中小企業
では十分の十に引き上げられたこと、申請書類の簡
素化などもあって利用が進み、7月31日までの全国
の雇用調整助成金支給決定件数は548,462件、支
給決定額は5,852億円に達している。

5月の非常事態宣言解除後は、全国的に経済の
再活性化を目指す動きが続いた。埼玉県内でも、非
常事態宣言期間中に多くの店舗が休業するなど落
ち込み幅が大きかったことの反動に加えて、特別給
付金の支給の効果などもあって、足元の景気は依然
厳しいものの、一部に下げ止まりの動きがみられる。
しかし、感染の再拡大が続き、感染の終息時期が
まったく見通せないことに加え、米中貿易摩擦が過
熱し、海外経済の先行き不透明感が一層増すなか
では、持ち直しのテンポは極めて緩やかなものとなら
ざるをえず、企業の業績は当面前年を下回って推移
しよう。雇用調整助成金の特例措置は延長が欠か
せないとみられるが、延長が実施されたとしても、雇
用の削減を行う企業を完全に抑え込むことは難しく、
県内の雇用情勢は非常に厳しい状況が続く可能性
が高いだろう。　　　　　　　　　　  （井上博夫）

政府も雇用の動向を注視しており、全国の労働局
への聞き取りや、ハローワークに寄せられた相談・報
告等を基に、感染拡大の雇用への影響の把握に努
めている。

それによると、感染拡大に起因して、解雇や雇い
止めとなる見込みの労働者数の累計は、2月は282
人、3月は1,117人だったが、5月（29日現在）に
16,723人、6月（26日現在）に28,173人、7月には
41,391人へ増加しており、緊急事態宣言の解除後
も、感染拡大の雇用への影響には歯止めがかかって
いないようだ。
7月31日現在の解雇・雇い止め等見込み労働者
数を業種別にみると、製造業が7,003人で最も多く、
以下、宿泊業6,830人、飲食業5,595人、小売業
4,103人、労働者派遣業3,545人、道路旅客運送

さらに、2020年7月の「経済財政運営と改革の基
本方針2020～危機の克服、そして新しい未来へ～」
では、Society5.0の実現を目指す従来の取り組み
を一歩も二歩も進め、「新たな日常」の定着に向け、
社会全体のDXの推進を加速するとした。例えば、
企業のDXの取り組みを促すため、デジタルガバナ
ンス・コード（経営者に求められる対応）の策定、大
企業と中小企業間取引のデジタル化、サプライ
チェーンのデジタル化、新しい生活様式をビジネス
チャンスとする取り組みを支援するとしている。
ビッグデータや AI が世界規模で話題になってか

ら約10年が経過し、デジタル技術の進展で科学研
究や企業の製品・サービス開発のあり方も大きく変
わりつつある。各企業や組織がDXを着実に進め、
新たなデジタル技術を用いてデータを有効活用し、
新たなビジネス・モデルを生み出すことで、課題解決
型社会であるSociety5.0の実現や「新たな日常」
の定着・加速が期待されている。

経団連が提唱する日本ならではのDX
経団連は、2020年5月に発表したDXの推進に向

けた提言である「Digital Transformation (DX)
～価値の協創で未来をひらく～」の中で、各国でDX
が進む中、「多様な主体の協創による生活者価値の
実現（価値協創）」という日本ならではのDX（日本

発DX）を提唱している。
経団連が言う「協創」とは、単なる企業提携・業務
提携を超えた生活者視点での価値提供や社会課題
の解決に立脚した今までとは異次元の提携であり、
多様な主体間で、多様な手段を組み合わせて、強み
を融合し弱みを補完し合うことで新たなビジネス・モ
デル、エコシステムを構築することである。経団連は
DXのキーになる「協創」を含め、「経営」、「人材」、
「組織」、「技術」の5つの要素ごとに企業のDX戦
略とその実行の方向性を整理している。
さらに、経団連は、協創を軸とするDX推進に必要
な5つの要素を段階的に進める上での定性指標で
ある「協創DX指標」を示した。あくまで各企業が
DXを推進する際の自己評価の参考例であるが、各
企業がその実情によって徐々にレベルアップするこ
とを期待している。

経済産業省が警鐘を鳴らす2025年の崖とは
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を活
用して新しいビジネス・モデルを創出し、柔軟に改変
することが求められている。しかし、多くの企業経営
者が、新たなデジタル技術を活用してビジネス・モデ
ルを創出・変革するDXの必要性は理解しているも
のの、何を如何に成すべきかの見極めに苦労し、老
朽化した部門別システムや過度なカスタマイズによ

はじめに
2018年9月、経済産業省が設置した「デジタルト

ランスフォーメーションに向けた研究会」が、「DXレ
ポート～ITシステム『2025年の壁』の克服とDXの
本格的な展開～」を発表して以降、産業界を中心に
デジタルトランスフォーメーション（以下、DX）という
言葉が注目されている。
産業界に破壊的な変革をもたらすとされるDXで

あるが、その意味を正しく理解している人はまだまだ
少ない。特に中小企業では、DXの意義や本質、これ
までのITの活用との違いが分からないといった声が
聞かれる。
本稿では、中小企業の未来にも大きな影響を及ぼ

すDXについて、経済産業省や経団連などの対応を
整理し、中小企業はDXにいかにして取り組むべき
なのかを考えたい。

DXの本質は単なるIT化ではない
DXの概念は、「平成30年版情報通信白書（総務
省）」によれば、2004年にスウェーデンのウメオ大学
のエリック・ストルターマン教授が提唱した「ICTの
浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変
化させる」という考えが基になっている。
そして企業が取り組むDXを的確に示したのが、
2018年12月に経済産業省が発表した「デジタルトラ
ンスフォーメーションを推進するためのガイドライン
（DX推進ガイドライン）」である。そこでは「企業がビ
ジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル
技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品や
サービス、ビジネス・モデルを変革するとともに、業務
そのものや組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

り複雑化・ブラックボックス化した既存システム（＝レ
ガシーシステム）の存在、さらには現場サイドの抵抗
など、企業のDX実行には様々な足かせがあるとDX
レポートは指摘している。そして、この課題を克服で
きない場合、DXが実現できないだけでなく、日本企
業はデジタル競争の敗者となる。さらに2025年まで
に予想される維持・保守コストの高騰（技術的負債
の増大）、IT人材の引退やサポート終了によるセ
キュリティリスクの高まりに伴う経済損失は、2025
年以降、最大12兆円／年（現在の3倍）にのぼる可
能性を示した。これが経済産業省が警鐘を鳴らす
「2025年の崖」である。

経済産業省は、「DX推進ガイドライン」、
「DX推進指標」を立て続けに発表
経済産業省は同時に「2025年の崖」の回避策と

してDX実現シナリオを示し、「2025年までの間に、
複雑化・ブラックボックス化した既存システムを廃棄
や塩漬けにし、一方で必要なシステムは刷新するな
どして、企業がDXを実現できれば、2030年に実質
GDP130兆円超の押上げも実現可能」とした。

そして、DX実現シナリオの達成のため、2018年
12月に経済産業省は、「デジタルトランスフォーメー
ションを推進するためのガイドライン（DX推進ガイド
ライン）」を公表した。これは、DXの実現やその基盤
となるITシステムの構築を行う上で経営者が押さえ
るべき事項を明確にすることと、株主などがDXの取
り組みをチェックすることを目的としている。
さらに、経済産業省は2019年7月に、「DX推進
指標とそのガイダンス」を公表し、経営者等がDXの
推進に向けた現状や課題を認識し、アクションにつ
なげるための気付きを提供する「DX推進指標」を
示した。この指標は、企業が簡易な自己診断を行う
ことが可能で、経営者自ら回答すべき「キークエス
チョン」と経営者と幹部、事業部門、DX部門、IT部
門と議論すべき「サブクエスチョン」に分かれている
のが特徴となっている。経済産業省は、こうしたガイ
ドラインや指標が、企業がDXに取り組む一助となる
ことを期待している。

中小企業がDXに取り組む際のポイント
経済産業省の「DX推進指標」や経団連の「協創

DX指標」など、企業のDX
推進のためのツールが公
表されているが、その中身
は中小企業が取り組むには
内容的・ボリューム的に難
しいものであることは否め
ない。
DXは、たとえ中小企業

であっても経営の最重要課
題として取り組むべきもの
であるが、DXはあくまで手
段であり、DX自体が目的
ではない。経営ビジョンを実
現するためにどのように
DXを活用するかという視
点が重要である。

DX研究の第一人者で経済産業省の「デジタルトラ
ンスフォーメーションに向けた研究会」座長の南山大
学理工学部の青山教授は、中小企業がDXに取り組
む際の押さえておくべき3つのポイントを挙げている。
DXの本質は新技術を活用した事業変革であり、
DXに取り組む大前提として、企業は5年後の事業
目標の明確化、つまりDXの前に自社及び事業の棚
卸しを行い、目指すべき方向性・目標を決めること。
技術やデータはあくまで手段であり、目標が明確に
なれば自ずと必要な技術は決まってくる。その上で、
中小企業がDXに取り組むポイントとして、①経営者
のリーダーシップと経営者・現場・IT部門の三位一
体の推進体制。中小企業は、良くも悪くも経営者の
意向を強く受けるため経営者自身のデジタル化が必
要で、DXの取組意欲・取組体制を経営者の強い
リーダーシップの下構築する。②スモールスタート。
初めから高い目標・多額の投資をしない。先進技術
はハードルが高いので、もっと基本的なITやWebの
活用から取り組む。③従業員のITリテラシー向上。
中小企業のIT人材確保が困難であることは事実で
あるが、DX推進の担い手として既存従業員のIT教

育・人材育成を行い、経営者のみならず現場の従業
員のITノウハウを高める必要がある。

埼玉県産業振興公社が中小企業のデジ
タル化を支援
予算や人材が限られる中小企業がDX化を負担

に感じることは無理もない。ただ、DX化の取り組み
の全てを社内だけで行う必要はない。行政機関や支
援機関など、外部の知識・情報を活用することが中
小企業のDX化にとっては有効である。
経済産業省とIPA（独立行政法人情報処理推進
機構）は、2016年からIoT等で地域課題を解決し、
新ビジネスを創出する取り組みを地方版IoT推進ラ
ボとして選定し、各ラボを支援している。
埼玉県では、（公財）埼玉県産業振興公社が、中
小企業AI・IoT活用の支援を行っている。デジタル
化に関する相談（無料）、事例紹介、人材育成のた
めのセミナーや資金面のサポートとしてトライアル補
助金などのメニューがある。
中小企業は日々の業務に追われ、業務改革に踏

み出せないことも多い。しかし、現在の経営資源やビ
ジネスプロセスを改めて見
直し、普段から新しいデジ
タル技術やデジタルツール
に常にアンテナを張りなが
ら、自社の経営課題に向き
合うことが大切である。
DXは、自社のビジネス・

モデルのあり方を大きく変
える可能性がある。単なる
デジタル化や効率化での
IT利用ではなく、今までの
常識やビジネス・モデルか
ら脱却する抜本的な業務
変革へ向けて、埼玉県内の
中小企業がDXに前向きに
取り組むことを期待したい。

競争上の優位性を確立すること」とDXを定義した。
また、経団連は、2020年5月に発表した「Digital 
Transformation(DX)～価値の協創で未来をひら
く～」の中で、「デジタル技術とデータの活用が進むこ
とによって、社会・産業・生活のあり方が根本から革命
的に変わること。また、その革新に向けて産業・組織・
個人が大転換を図ること」とDXを定義している。
DXによってもたらされる変化は、単にテクノロ

ジーの変化ではなく社会基盤や文化そのものが大
きく変化し、これまでの社会の価値基準や物差しが
通用しなくなる社会やビジネスの根幹を揺るがす変
化である。DXはデジタル技術を用いたいわゆるIT
化（省人化・自動化・効率化等）にとどまらない。DX
の本質は、社会の根本的な変化に対して、既成概念
の破壊を伴いながら新たな価値を創出するための
変革である。

Society5.0「新たな日常」の実現には
DXが不可欠
わが国は、第5期科学技術基本計画（2016年）や
統合イノベーション戦略（2018年）において、目指す
べき未来社会の姿としてSociety5.0（創造社会）の
実現を提唱している。Society5.0は「サイバー空間
（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題
の解決を両立する人間中心の社会」である。具体的
には、IoT（Internet of Things）、ロボット、人工知
能（AI）、ビッグデータ等の新たな技術をあらゆる産
業や社会生活に取り入れてイノベーションを創出し、
少子高齢化、過疎化、貧富の格差等の社会的課題
を解決する新たな社会である。

新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、本年4
月に緊急事態宣言が出され、多くの企業で休業や
時短営業が実施されたり、個人の外出自粛が促され
たりした結果、わが国の景気は急激に落ち込んだ。
5月の宣言解除後は、県境をまたぐ人の移動など
各種の制限も段階的に緩和され、7月からは観光・
運輸業などを対象とした需要喚起策「Go To キャ
ンペーン」がスタートした。しかしその一方で、全国
の感染者数は再び増加傾向をたどり、7月末の時点
で1日に1,000人を超える事態となっており、感染拡
大の抑制と経済の再活性化を両立させることの難
しさがあらためて示された。
人手不足などを背景に、昨年の秋口まで堅調に
推移してきた県内の雇用についても、企業業績の悪
化や先行き不透明感の高まりを受けて、関連する指
標は悪化に転じている。以下では、埼玉県の雇用情
勢について簡単にみてみたい。

2020年1～3月期の全国の実質経済成長率は、
感染拡大の影響を受けて、年率▲2.2％と前期を下
回った。2019年10月に実施された消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要の反動で、同▲7.2％と大幅
な落ち込みとなった2019年10～12月期に続いて、
2四半期連続のマイナス成長を記録した。
景気の減速を受けて、これまで堅調に推移してき

た雇用にも陰りがみられるようになり、悪化する指標
が目立つようになっている。
厚生労働省の一般職業紹介状況をみると、6月の
全国の有効求人倍率（季節調整値）は、前月から
0.09ポイント低下して1.11倍となった。
有効求人倍率は、有効求人数を有効求職者数で
割ったものである。有効求人数が有効求職者数を上

回っていても、希望する職種や待遇などによって、就
職に至らないケースは発生するが、そもそも有効求
人数が有効求職者数を下回ると、どうやっても職に
就くことができない者が生じてしまう。このため、有
効求人倍率が1倍を割り込むかどうかは雇用を見る
上で重要な目安となる。
全国の有効求人倍率は、まだ1.11倍と1倍を上

回っているものの、昨年12月には1.57倍だったこと
を考えると、短い間に大幅に悪化している。
6月の在職区分別新規求職申込件数（パートタイ

ムを含む常用）のなかで、事業主都合離職者が
98,281人と、前年比＋81.7％の大幅な伸びを示し
ているのも、業績の悪化に伴って、従業員を解雇す
る企業が増えていることを示している。
一方、総務省の労働力調査によると、6月の全国

の完全失業率（季節調整値）は前月から0.1ポイント
低下して2.8％となった。完全失業率は2.2％だった
2019年11・12月を底に上昇してきたが、7カ月ぶり
に前月を下回った。

労働力人口から完全失業者を除いた就業者の動
きをみると、4月に前年の6,708万人から80万人減
少して、6,628万人となった。就業者の数が前年を
下回るのは、2012年12月以来7年4カ月ぶりのこと
である。5・6月の就業者数についても前年からの減
少が続いており、ここでも感染拡大が雇用に及ぼす
影響が示されている。

業2,757人、サービス業2,538人、卸売業2,151人
などが続いている。調査の初期段階では、国内外か
らの観光客の減少で大きな打撃を受けた宿泊業や
道路旅客運送業、時短営業や休業を余儀なくされ
た飲食業などが目立っていたが、調査を重ねるにつ
れて、生産の落ち込む製造業が増加し、直近で最も
多くなった。
また、同じ解雇・雇い止め等見込み労働者数を都
道府県別にみてみると、東京都が8,025人で最も多
く、大阪府の3,635人、愛知県の2,058人、北海道
の1,915人が続いている。
首都圏においては、千葉県が1,460人、神奈川県

が1,298人となるなど、東京都に隣接する二つの県
にも相当な影響が及ぶなか、埼玉県については299
人と、これまでのところは感染拡大に起因する解雇
や雇い止め等が比較的少なくてすんでいる。

●DX推進指標の構成

資料：経済産業省「ＤＸ推進指標とそのガイダンス」

●（公財）埼玉県産業振興公社の中小企業AI・IoT活用支援

資料：（公財）埼玉県産業振興公社ホームページより作成

　　　　　　　（公財）埼玉県産業振興公社　新産業振興部　IoT・技術支援グループ         
ホームページ ： https://www.saitama-j.or.jp/iot/         
住所 ： 〒338-0001 埼玉県さいたま市中央区上落合2-3-2 新都心ビジネス交流プラザ3階         
TEL. 048-621-7051　　FAX. 048-857-3921　　メール: iot@saitama-j.or.jp   

AI・IoT活用に関する相談（無料） 
・中小ものづくり企業のIoT・AI利活用を支援するため、豊富な経験・知識・知見・実績を有する
 IoTコーディネータが様々な相談に応じる

AI・IoT普及セミナーの開催 
・IoT・AI に関する最新技術動向や活用事例を紹介するセミナーを開催  

AI・IoT推進人材育成講座の開催
・IoT を推進する人材を育成するため、階層別、目的別に分けて各種研修を開催
　■AI・IoT 導入実践研修
　■AI・IoT 人材育成研修　技術者養成コース(8ヶ月で18日間のコース）
　■AI・IoT 人材育成研修　導入技術研修コース（6日間のコース）
　■ものづくりAI・IoT研修　　■オーダメイド型AI 研修

埼玉県中小企業ものづくりAI・IoTロボットシステム導入トライアル補助金 
・生産性向上や製品の付加価値向上等を行うためのAI・IoT、ロボットシステムの導入経費を助成
導入事例から学ぶＩoＴ活用策
・IoT活用シーンや効果などを説明した事例集及び事例のビデオを作成

問い合わせ先

埼玉県の有効求人倍率（季節調整値）の動きを
みると、6月は前月から0.09ポイント低下し、0.98倍
と1倍を割り込んだ。ここ10年ほど全国よりも低い水
準で推移してきた埼玉県の有効求人倍率は、下げ
幅こそ若干小さいものの、全国と同様に6カ月連続
で低下しており、雇用環境は悪化している。

リーマンショックの際は、2008年9月の時点で、埼
玉県の有効求人倍率は既に0.82倍と1倍を割り込
んでおり、その後、2009年12月・2010年1月の
0.34倍まで更に大きく低下した。現時点ではまだ
リーマンショックの時ほど深刻な状況には至っていな
いものの、足元の有効求人倍率の低下は急速で、先
行きが懸念される。
首都圏における比較では、東京都の6月の有効求
人倍率は、まだ1.35倍と比較的高い水準にあるが、
0.93倍となった千葉県、0.85倍となった神奈川県は、
ともに埼玉県を下回っている。
埼玉県の業種別の新規求人の状況をみてみると、
6月の新規求人数は、製造業が前年比▲43.5％で
最も減少率が大きく、次いで宿泊業・飲食サービス
業の同▲21.3％、医療・福祉の同▲17.4％、卸売
業・小売業の同▲17.0％、運輸業・郵便業の同▲
15.9％などが続いている。建設業は同▲2.6％と減
少はしているものの、影響は比較的小さい。

ちなみに、6月の千葉県の宿泊業・飲食サービス
業の新規求人数は同▲41.8％、神奈川県は同▲
58.8％となっており、著名な観光地を抱える両県で
は、宿泊業・飲食サービス業で、埼玉県より影響が大
きくでているようだ。
これに対して、埼玉県内では製造業の新規求人
数が半分近くまで減っており、感染拡大の影響がよ
り大きく出ている点に注意が必要である。
埼玉県の有効求人数と有効求職者数の動きをみ

ると、足元では有効求人数が急速に減少しているこ
とが、有効求人倍率の低下に効いている。雇用が悪
化する局面では、職探しをする人が増えることが多
いが、4・5月は外出自粛が求められたことなどから、
ハローワークを訪ねる求職者の数も減少したようだ。
この先、有効求職者数が増加に向かえば、埼玉県の
有効求人倍率は更に下落する可能性が高い。

雇用状況を考える上で、一時注目を集めたのが休
業者の動向である。休業者は、雇用されていても、調
査期間中まったく仕事をしていなかった人だが、3月
に249万人だった全国の休業者数は、4月には597
万人と大幅に増加した。しかし、5月に423万人と
なった後、6月には236万人まで減少した。昨年6月
の実績をなお90万人上回っているものの、休業者か
ら失業者への大量の振り替わりという事態はいった
ん回避されたようだ。

今回の休業者の増加は、緊急事態宣言が出され
た時点では、休業等の期間がどれほどの期間に及ぶ
のか想定できなかった多くの企業が、従業員の解雇
ではなく休業を選択したことを反映したと思われるが、
雇用調整助成金によって支えられた面も大きい。
政府は、感染拡大の影響で苦しむ企業を支援す

るため、9月30日までを緊急対応期間として、｢新型
コロナウイルス感染症にかかる雇用調整助成金の
特例措置｣を実施している。
これは、事業主が労働者に休業手当等を支払う
場合、政府がその一部を助成する制度だが、当初は
日額の上限が8,330円だったことや、助成率が大企
業で二分の一、中小企業で三分の二にとどまってい
たこと、申請手続きが複雑なことなどが重なって、利
用状況は低調だった。


	resona09.2020 6.pdf
	resona09.2020 7.pdf
	resona09.2020 8.pdf
	resona09.2020 9.pdf



